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1. はじめに

日本において少子化が活発に議論されるよう

になって久しい。 そもそもこの「少子化」とい

う言葉が頻繁に使用されるようになったのは,

平成4年度国民生活自書において「出生率の低

下やそれに伴う家庭や社会における子供数の低

下傾向」を「少子化」と表現した頃からだとさ

れる[内閣府2002:2]cこれに先立つ1990(平成

2)年の「1.57ショック」は,文字通り社会に

衝撃を与えて出生率に社会の関心を集めた。
そ

の後,厚生省や労働省(いずれも当時)が中心

となって対策を講じてきたものの,低出生率の

流れを食い止めるには至っていない。 興味深い

のは,「低い出生率が続くことでわが国の将来

に危機感を感じるか」の問い(1)に対して,「大変

危機感を感じている」の回答が42.1%,「多少危

機感を感じている」が34.6%に上るという牡論

調査結果が出ていることだ。 年齢階層別にみて

も,「大変危機感を感じている」或いは「多少危

機感を感じている」者が全ての階層で過半数を

占めている。つまり,総論としては「このまま

低出生率が続くと大変なことになる」と認識し

つつ,個別の問題となると「誰か産んでくれな

いかな」と考えているようである。

しかし,既に明らかなとおり,出生率を回復

させる特効薬はない。 社会構造の抜本的見直し

を一つ一つ着実に実行に移し,「生活大国」に生

まれ変わらせるしか方法はなさそうである。 つ

まり,出生率は社会改革の結果として期待され

得るもののようである。

それでは,この出生率の危機を社会改革への

好機と捉え,生活大国への青写真を描くとした

らそれは何か。 その青写真の中核的要素となり

うる児童福祉政策のあり方を,長期的観点から

考察することが本稿の試みである。 そしてその

際,筆者が将来社会像として提示するのは「自

律社会」であり,考察に当たり後に述べる理由

からスウェーデンを分析対象とする。 つまり,

スウェーデンを自律社会の先行例と位置付け,

そこで展開されている児童福祉政策から,日本

社会や児童福祉が今後検討すべき課題や論点を
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引き出したいと考えている。

なお,本稿における児童福祉とは,年金や医

療など社会保障の一分野としての福祉ではな

い。社会保障全体と子どもの健全育成を図る施

策を総合した広い意味での福祉である。

また,本研究は文献調査を主たる研究手法と

し,国家公的調査報告書(StatensOffentliga

Utredningar,SOU. ),行政省メモ(Departe

mentsserien,Ds. )及び各種統計資料等公的機

関による調査報告書を適宜活用する。 政府は,

社会の諸問題についてその状況を調査・研究し

改革案を準備するために委員会を設置する。 こ

の委員会は政府による指令枠組みのなかで独立

的に活動している。委員の構成は委員会や調査

内容により様々で,議員,行政官,学識経験者,

利益団体の代表者等がバランスを考慮して委員

として選出される。 SOUはそのような委員会

が調査研究活動をまとめた報告書であり,政策

決定の基礎資料となる。 そのほか,類似の報告

書としてDsがあり,これは行政省内の委員会

による調査研究や政策案などの報告である。 な

おSOUやDsは発表後レミスにかけられ,関

係する行政機関,団体,コミューン等から委員

会案に対する意見を募る。 政府はこれらの意見

を踏まえて政策案の検討を開始する。

2. 自律社会と児童福祉政策

2-1. 自律社会の概念

国際化,グローバリゼーション,少子高齢化

など環境の変化が著しいなかで持続可能な生活

者社会へのシナリオを措くなら,変革の方向性

は「自律社会」ではないだろうか。 「《自立Inde

pendence」の精神を基礎に,自らのライフスタ

イルを自分の責任で自己決定できる」[岡沢

2004:2-3]社会を「自律社会」と呼ぶなら,ス

ウェーデン社会はまさに自律社会と呼ぶに相応

しい。まず,生活空間はまさに「バリアフリー」

仕様である。例えば,バスは停留所で歩道と乗

降口との高低差をなくすために「お辞儀」する。

地下鉄駅ではホームまでエレベーターが通じて

いる。このような「誰にもやさしい社会」は,

「自分でできることは自分でやってください」

と「自立」を要求する社会である。 また,夫婦

個別所得申告・謀税制度の導入(1971年)や寡

婦年金制度の廃止(1990年)などは,個々人が

経済的に自立した人生を送ることが社会の要請

であることを物語っている。 さらに生涯教育が

重視されアクセシビリティーが確保されている

ため,万が一失業した場合や就職・転職に備え

て地方自治体成人教育(Kommunala

vuxenutbildning.
通称コムブックスKomvux)

や大学に通い,新しい知識や技術を身につけた

り資格を取得したりすることが可能である。

このように,自立を基礎に,市民が人生のさ

まざまな時点で自らの責任において自己決定を

積み重ねていくことが要求されかつそれが可能

である社会。これを自律社会の定義とする(2)。

なお,付け加えれば,自律社会においては

個々の市民のみならず,その社会を構成する各

種の要素も自律的に機能することが求められて

いる。例えば,家庭もその一つである。 共に暮

らす家族が互いに協力して家庭という単位を機

能させる。家庭の役割の一つである子の養育の

点でいえば,親として夫婦間の協力(3)が必要不

可欠である。ここでは,「男女機会均等」の理念

がかかわってくる。また,地域住民にもっとも

近くその日常生活に密接な事項を所掌している

地方自治体が,国からの拘束を受けることなく
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財政の自己決定権をもとに柔軟な行政サービス

を提供する。これも自律であり,その根幹には

「地方分権」の原則がある。なお,各主体が自ら

決定するためにはその前提として情幸鋸こ対する

アクセシビリティーが確保されていなければな

らない。「情報公開」が保障されていることはと

りわけ市民にとっては重要なことである。

さらに付言すれば,自律社会が一個の社会と

して機能するためには,「連帯」の思想を忘れて

はならない。個々の社会構成要素が他との協力

関係なく望むままに行動を起こして社会が円滑

に機能するはずはない。この「連帯」の理念に

ついては,スウェーデン社会を成立させる基本

的理念の一つとして後述する。

2-2. 自律社会と児童福祉政策の関係

経済大国が持続可能な生活者社会たる「自律

社会」-の発展を構想するならば,当然諸政策

のあり方もその方向性を一にしなければならな

い。そこで,自律社会と児童福祉政策との関係

をどう規定するかが最初の課題となる。

「自律社会」は,市民に対して,自立を原則と

して自分の責任において自己決定すること,つ

まり自律的であることを要求する。しかし「自

立」や「自律」と「子ども(4)」とは,一見両立

しにくい概念である。というのも,「自立/自

律」は無意識のうちに成熟した大人をイメージ

させるからである。

「自立」は,子どもに関して使用する場合,基

本的な生活習慣を習得しているとか,自ら考え

判断し行動できることなど年齢や発達段階に応

じ,また用いられる文脈によりその意味は多様

化する。さらに,「不登校児の自立支援」とか

「被虐待児の自立支援」などと用いられる場合

の「自立」は,自己評価を高めて自信を持ち自

尊心を回復させて他者や社会との関わりのなか

で生活できること即ち社会的自立を指す。この

場合の自立支援の目的は「さまざまな要因によ

り停滞していた育ちを保障していくことにあ

る」[厚生省児童家庭局企画課2000]が,子ども

の年齢が上昇すれば自立支援には「育ち」を保

障するだけでなく就業支援も加わり,経済的自

立をサポートすることも目的の一つとなる.こ

の多様な「自立」の背後には,子どもに対する

社会の期待-「望ましい」社会の成員に成長す

ること-が存在している。なお,「子どもは自ら

成長する力を持っている。」という言説も一方

で根強く,親やその他の大人の過度な介入は子

どもの「自立」を損ねるといった文脈で使用さ

れる。

また,「自律」については,例えば,幼児期

のそれについて朕や教育との関連で,「自分の

欲求や願望をそのまま主張するのではなく,自

分の欲求や願望を自分の力でコントロールでき

ること」とか,「自分一人で考え,工夫し,判

断して行動できるということ。他人をいっさい

考慮にいれず自分勝手に振舞うということでは

なく,何かを判断するとき,他人や状況など係

わる要因の全てを考慮にいれながら,しかも

「権威」に左右されないということ」[お茶の水

女子大学子ども発達教育研究センター2004]

等と定義され使用されている。

そこで,本稿における「自立」や「自律」は,

子どもか大人(成人)かにより,また子どもの

なかでもその年齢によりその解釈に幅が生じざ

るを得ない。ただ,自立や自律の到達点つまり

最終的なゴールとして,成人に期待されるそれ

らを想定している。具体的には選挙権・被選挙
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権を持つ完全な市民権をもった市民(5)に期待さ

れるものが,本稿における「自立」や「自律」

の到達点である(6)。

以上から,「自律社会における児童福祉政策」

を,スウェーデン社会を念頭に置いて言い換え

ると次のようになる。 「子どもが将来,社会の要

請としての完全な自律(自立の精神を基礎に,

自らのライフスタイルを自分の責任で自己決定

すること)を達成することができるよう,子ど

もの年齢や発達段階に応じて支援するとともに

そのための環境を整備する政策。」なお,生まれ

る前の段階つまり胎児に対しては,母親や父親

のほか妊娠出産に関わる者を通して,この児童

福祉政策の理念が保障されると考える。

3. スウェーデンの児童福祉政策(7)

一歴史と特色

スウェーデンの児童福祉政策は,1902年に未

成年の保護観察,一強制保護,養子等実親以外の

者によって養われる子の養育に関する諸法律が

制定されたことに端を発する。 前2着は15歳

(場合により16歳)未満の者を,後者は7歳未満

の者を対象とした。 当時,19世紀末の急速な産

業化と都市化等の影響などにより,青少年によ

る反社会的行動が社会問題となっていた。 ま

た,家庭内で必要な養育が受けられない子ども

も相当数存在し,養育環境を改善することが必

要と認識されていた。 その後,1924年には児童

ケア法(Barnav,えrdslag)が制定されたが,当時

の「児童ケア(barnavえrd)」とは,現在保育所

等就学前学校や学童などの保育サービスを意味

するbarnomsorg(「児童ケア」と翻訳されるこ

とが多い)ではなく,「監護」に近い。 同法は,

養親家庭の監督や非行に走る子どもの監護など

に関する事項を定めていた。

今日みられる児童福祉政策の体系は,1930年

代にさかのぼることができる。 当時出生数が急

激に減少し,将来の人口減少に対する危機感が

スウェーデン社会を改革-と駆り立てた。 ミュ

ルダール夫妻はその著『人口問題の危機』に

よって世論を喚起し,市民を啓蒙しただけでは

なく,国政の場において自ら描いた社会改革の

青写真を具体化すべく力を尽した。 夫妻は人口

政策,経済政策,労働政策,社会政策等社会を

構成するあらゆる政策分野を改革の対象とし

た。もちろん,夫妻の構想が全て具現化した訳

ではない。むしろ,当時からすれば時代のはる

か先を行く理想像であり,政治勢力や世論との

妥協を余儀なくされた。 しかし,この人口問題

の危機を契機に,いわゆる「スウェーデン・モ

デル」の根幹を成す普遍主義的福祉政策の理念

が生まれたことは,ミュルダール夫妻の功績に

よるところが大きいと評価できよう。 その後,

第2次世界大戦を経て一時中断した社会改革論

議が再開され,児童福祉政策についても施策が

拡充されるとともに諸制度が体系化された。 60

年代から70年代にかけて男女機会均等の視点が

加わり,80年代に入ると「国連児童権利条約」

の登場によって「子どもの権利」や「子どもの

最善の利益」が議論されることとなる。

さて,本稿において扱う児童福祉政策或いは

児童福祉施策と呼ぶものは,正確には,現代的

な視点から総括し整理し直した政策或いは施策

というべきであろう。 というのは,「児童福祉」

の歴史を振り返ると,母親や子どものいる家庭

に対する支援が長らく指向され,子どもは母親

や家庭を通して把握される二次的な存在であっ

たからである。子どもが政策の中心に据えられ
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て初めて「児童福祉政策」と呼べるとするなら,

「国連児童権利条約(theUNConventiononthe

rightoftheChild)」(以下,児童権利条約とい

う1989年11月国連総会において採択,1990年

9月2日発効)の意義は大きい。現代の児童福

祉政策の中心にいるのは,子どもである。

なお,スウェーデンは,条約批准に至る十数

年前から子どもの権利を巡る研究を始めてい

る。1978年及び79年(国連の国際児童年)には,

子どもの権利に関する調査委員会(Utrednin一

genombarnensr且tt)が『子どもの権利(Bar

netsrえtt)』と題する報告書を発表している(8)

また,国際舞台においても熱心に活動してい

る。
スウェーデンは,フィンランドやノル

ウェーとともに条約採択に至るまでの約10年間

に及ぶ準備作業に積極的に参加した。条約の批

准を巡る国会論議のなかで,社民党の代表者が

「児童権利条約を通して,国内のみならず世界

の子どもとその状況の改善に深く関与すること

は,政治家の,そしてスウェーデンの重要な任

務である(9)」という趣旨の演説をしている。こ

の演説は,子どもの権利や福祉に対する国際社

会の舞台におけるスウェーデンの政治姿勢を見

事に表現している。スウェーデンはこの演説の

約2週間後,1990年6月29日に一切の留保を付

けずに批准に至っている。締約国のなかでは9

番目OECD諸国のなかでは最初の批准国と

なった。同条約により子どもの最善の利益

(barnensb云sta)や子どもの視点(barnperspek

tiv)といった概念が持ち込まれ,国内法制見直

しの作業が集中的に行われた。そして,1993年

には子どもオンブズマンが創設され,児童権利

条約に謳われた事項が国内において完全実施さ

れるよう子どもの代理人として活動している。

なお,子どもオンブズマンの発想が,公職とし

て誕生するはるか20年前に既に存在していたこ

とは注目に債する。1973年民間団体「子どもを

救おうRえddaBarnen」が「子どものためのオン

ブズマン」を設けた。この背景には,1960年代

から70年代にかけて,社会福祉や教育の発展に

比べ子どもの権利の保護が相対的に遅れている

のではないかという問題意識があった[潮見

1994:150-151]。

このような子どもの権利を守る点のほか,ス

ウェーデンの児童福祉が「胎児から」「国籍を問

わず」政策の対象としている点にも注目すべき

である。児童福祉政策が「ゆりかご」から始ま

るとすれば,これは極論すれば運良く生まれて

きた子どものみその健全育成を図ろうとするに

等しく,「産みたいのに産めない」状況を作りだ

す危険性を学んでいる。母体と胎児の安全や安

心とアクセシビリティーが確保された母子保健

サービス,いわゆる婚外子と婚内子との間の差

別的取扱いがないことは,「胎児から」対象とさ

れていることの例である。また,1948年に施行

された児童手当制度は,創設時より,子どもが

スウェーデン国籍か否かにより手当支給開始時

期に差が生じる仕組みになっていたが,数次の

見直しを経て現在では国籍を問わず同一条件で

支給されている0

4.自律社会における児童福祉政策

スウェーデン社会を先行例として,来るべき

自律社会における児童福祉政策のあり方を探る

と,以下の項目について考察を深める必要があ

ろう。
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4-1. 社会が共有し尊重すべき価値観の存在

スウェーデン社会の基幹理念は8つ,自由

(frihet),平等(jamlikhet),機会均等

(jえmst云Ildhet),平和(fred),安全(S云kerhet),

安心(trygghet),連帯(solidaritet)協同

(samverkan),公正・公平(rattvis)であるdo;

[岡沢1996]。 これらの理念は,スウェーデン社

会が建設されていく過程でよく使われたコンセ

プトであり,社会の諸相で具現化されている。

例えば,家庭政策(familjpolitik)の根拠は,人

口政策上の理由や効率の観点のほか,公正・公

平(子どものいる家庭が他の市民よりも質の劣

る生活を強いられてはならないこと)や機会均

等(両親が就業し,同等に家事や育児を分担す

ることが必要であること)に求められる

[Elmeretal.
1998:92]t児童福祉における諸施

策の多くはその生成・発展の歴史から,家庭政

策の根拠・理念を色濃く反映している。

翻って,スウェーデン社会はデモクラシー社

会であるOスウェーデンは成熟度の高いデモク

ラシーを建設・実践してきた[岡沢1988:4]。

その道程は,1921年の普通選挙権導入に始ま

る。同年,23歳以上の男女は等しく選挙権を手

にすることとなった。 以後,選挙権年齢は段階

的に引き下げられた。 65年には20歳,69年には

19歳となり,75年に18歳となって現在に至る。

選挙は市民の権利であり義務である,公権力は

すべて市民に由来すると学校で教えられる(ll)。

スウェーデンにおける投票率の高さには目を見

はるものがある。 近年低下傾向にあると危供さ

れながら,それでも直近の2002年国政選挙では

80.1%を記録している。 なお,被選挙権年齢も

18歳であることを付け加えておきたい。

スウェーデン社会の基幹理念やデモクラシー

社会を維持・発展させるための努力は,自律社

会における児童福祉政策の理念や方向性を探る

上で看過できないポイントである。 そもそも,

政策やその具体像としての各種施策は明確な方

向性を必要としており,その方向性決定の拠り

所となるのが,社会が共有する価値だからであ

る。その共有価値が暖味であったり揺らいでい

たりしては政策の方向性も定まらず,政策に対

する市民のコンセンサスを得ることも困難であ

ろう。その意味では,自律社会に移行する前提

条件としてまず社会が共有し尊重し遵守すべき

主導価値を確立する必要があるのかも知れな

い。

4-2. 子どもに対する共通認識

市民が共有する社会の基本的価値が定まれ

ば,次なる課題は政策対象の客観的な把糎であ

る。同時に,市民のコンセンサスを得て政策や

施策を円滑に実施に移すには,政策対象に対す

る市民や社会の共通認識がある程度形成されて

いることも必要であろう。

4-2-1. 子ども像・子ども観を探る意味

児童福祉政策の対象は「子ども」である。 各

種の施策は,そのときどきの「子ども像」や「子

ども観」を反映している。 「子ども像」とは社会

的・経済的′・政治的要因によって規定される子

どもの実態である。 そして,「子ども観」とは社

会の子ども観,即ち社会が子どもをどのような

存在とみていたかを意味するほか,子どもに対

する社会の要請や期待も含まれる。 歴史的変遷

を辿るにしろ,今後のあり方を模索するにし

ろ,施策の背景となる「子ども像」や「子ども

観」を明らかにすることは児童福祉政策の思想
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を理解し展開させ,次の有効な施策を編み出す

には不可決の作業である。スウェーデン社会に

おける子ども像・子ども観を探る際のポイント

を挙げると次の、ようになる。

(1)社会的文脈のなかの子ども

かつて子どもは未成熟であり,能力や知識の

不十分な存在とされていた。今では児童権利条

約にみられるように,子どもは「自らの意思を

もちそれを表明し,また学校等に影響を与える

ことを期待されそれができる能力を有する」市

民であるとみなされている。

しかし,これとは別の意味で大人と同等に扱

われ同様の能力を持つとみなされていた時代が

あったことは,児童労働の悲惨な歴史が語って

いる。スウェーデンの詩人ヴイクトル・リイド

ベリイは,劣悪な環境で過酷な労働を強いられ

る幼い子どもの様子を誼い,エレン・ケイは児

童労働の問題が20世紀において解決されること

を切望した[Key1911:50-68]。わずか6歳の子

どもでも,工場では貴重な労働力であった。両

親が仕事で家を空けているとき,長子が親に代

わって幼い兄弟の世話や家事を一手に担うのは

珍しいことではなかった。

(2)政治的文脈のなかの子ども

政治的にいえば,普通選挙権が採用された

1921年,子どもは23歳でやっと一人前とみなさ

れた。現在,その年齢は18歳である。 他方,

1921年当時の23歳はその大多数が既に就業して

経済的自立を果たしていた。しかし現在はどう

だろう。9年間の基礎学校教育課程(12)修了後す

ぐに高等学校に進学する者が97.8%(2003年)(13)

に達し,高等学校教育がなかば「義務教育化」

している状況にあって,選挙権・被選挙権を獲

得する18歳はまだ高校生である。つまり,政治

的には子ども期間が短縮された一方で,社会的

には子ども期間が伸びているという実態があ

る。ここではますます教育の重要性が指摘され

るようになろう。つまり,学校教育の場で,い

かに,将来のデモクラシー社会の担い手を育て

るかが重要な課題となる。

なお,「ungavuxna」という表現の出現は,子

ども期間の伸びを物語っている格好の例であ

る。「ungavuxna」即ち「若い大人」は30歳未

満の者を指し,政治や研究の場で使用されてい

る。

(3)子どもの生活の平均化と多様化

現在の子どもの生活は,一方で平均化Lかつ

他方で多様化している。1歳までの子ども

は就学前学校に,6-15歳は基礎学校に通う。

そして大半がそのまま高等学校に進学する。学

校での教育内容は教育要領によって指針が示さ

れているため,最低限学ぶべき事項は共通して

いる。このように,子どもの日常生活パターン

がかなり似通っている一方で,ひとり親世帯の

増加,移民の増加など家庭という私的な領域は

多様化している。

(4)個々人としての子どもとカテゴリーとして

の子ども

社会の子ども観の歴史的変遷を辿るとき,

個々人としての子ども観とカテゴリーとしての

子ども観との変化や関係にも注目する。現在で

は子どもはみな等しい価値をもち,個々の子ど

もはそれとして尊重される.
0
子どもの個性や意

見を尊重すべLとされ,無二の存在の貴重さが

強調される。一方,例えば少子化論議から伺え

るように,カテゴリーとしての子どもは将来の

経済社会を支える貴重な労働力として期待され

ており,個々の固有の価値よりも道具的価値が
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優先され強調される傾向にある。

4-2-2. 将来のデモクラシー社会の担い手

としての子ども

スウェーデン社会の一市民として,何がで

き,何をすべきか。 子どもは将来のデモクラ

シー社会の担い手とみなされ,教育される。 デ

モクラシー社会を維持・発展させるための不断

の努力は,就学前学校(14)に始まる。 就学前学校

の教育要領(L云roplanforforskolan(Lpfo98))

には,その冒頭で,社会の成立基盤たる基本的

価値を明示し,社会が何を求めているのか,保

育・学習施設としての就学前学校もその活動に

携わり関わる大人や子どももその基本的価値を

尊重し従わねばならないことが明示されてい

る。
よって,就学前学校はデモクラシーの基本

的理念を尊重し,諸活動はこの理念に則って計

画され実施される。 それぞれの子どもの自由が

確保される。 他の子どもを尊重する。 そして全

体として統合する。 すべての子どもは平等で,

性によって差別されることなく,弱い立場にあ

る子どもを排除することなく一緒に歩むこと,

などを日々の活動を通して学ぶ。 つまり,子ど

もたちは「生きる力を持つよう指導」されるの

ではなく,スウェーデン社会の成員として従う

べき価値基準や行動様式を学ぶのである。

さらに注目すべきは,教育要領中「目標と指

導原理」の節に,子どもが自らの意見を諸活動

に反映させることを狙った「Barnsinflytande

(子どもの影響力/参加)」の項があることだ。

「子どもたちが,デモクラシーの意味を理解す

ること。子どもの社会的な成長は,それぞれの

能力に応じて自らの行動や環境に対して責任を

持つことにより促される。 教育活動の計画や就

学前学校内の環境作りに際して,子どもの要求

や関心を尊重すべきである。」としている。

4-3. 総合的な視野のI必要性

4-3-1. 「児童福祉」が扱う課題の多様性

児童福祉が関連する政策分野は多岐にわた

る。例えば網野[網野2002:12]は,福祉及び

社会福祉学の定義を踏まえた上で児童福祉を次

のように定義する。 「児童福祉とは,『生存し,

発達し,自立しようとする児童とその環境の接

点にあって,人間における尊厳性の原則,無差

別平等の原則,自己実現の原則を理念として,

児童の健幸の実現のために,国,地方公共団体,

法人,私人等が行う児童及び関係者を対象とす

る実践及び法制度』である。」この定義が示すよ

うに,児童福祉政策は伝統的な政策枠組みを超

えて子どもに関わるあらゆる事項を扱い,社会

が新たな様相を呈するにしたがい今後もさらに

広がりを持つ可能性を秘めている。

スウェーデンでは現在,児童福祉に関連する

諸事項は,主として社会省(Socialdepartemen

tet)と教育・文化省(Utbildnings-ochKultur

departementet)が分担している。 社会省は①児

童政策(児童権利条約に基づき子どもの権利確

保を推進する政策),②経済的家庭政策(児童手

当,親保険等),③社会サービス(被虐待児や非

行少年等のケア等),④障害者施策及び⑤医療

などを担当する。 社会省には3人の大臣がお

り,うち社会大臣が①,②及び④,社会サービ

ス担当大臣が③,医療・高齢者ケア担当大臣が

⑤の責任を有する。 また,教育・文化省は,①

就学前学校,就学前クラス(15)②基礎学校,学童

保育(16)高等学校教育,③青少年政策(17)などを所

管し,同省に置かれる3人の大臣のうち,就学
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前学校・青少年問題担当大臣が①及び③を,学

校大臣が(参を担当する。

複数の行政省の所管にまたがる事項について

は,まず関係する省の行政官レベルで討議・協

議・政府案の作成が行われるが,調整の見通し

が立たない場合は政府レベルでの調整に委ねら

れる。環境,児童福祉など近年複雑さを増して

いる政策課題の多くが省壁を越えて多額域に広

がっている。よって,各行政省が各々の担当内

で実施している諸施策を調整し整合性を図り合

意を形成することが大臣の重要な任務の一つと

なっており,その任務に多大な時間と労力が費

やされることになる。

4-3-2. 柔軟な対応力一組織改編

実際に政策を立案し施行する場にあっては,

組織間の壁を廃し,意思疎通を円滑にして議論

しコンセンサスを得るプロセスが重要となる。

政府や行政の柔軟な対応力や合意形成能力そし

て問題解決能力が問われている。

スウェーデンでは,その時々の政策課題に応

じ,柔軟な閣僚の配置と行政省の再編とが実施

される。法務省(Justitiedepartementet)には省

のトップとしての法務大臣のほかにデモクラ

シー・大都市・統合・男女機会均等問題担当大

臣が置かれている。このデモクラシー等担当大

臣ポストは2004年の内閣改造によって新設され

た。なお,男女機会均等政策は法務省ではなく

基本的には産業省(Nえringsdepartementet)の

所管である。

また,組織面でいえば,. ヨ-ラン・パーショ

ンが首相の座に就いた1996年以降のみに限って

も,行政省の組織改編が頻繁に実施されてい

る。例えば95年当時労働市場省(Arbetsmark-

nadsdepartementet)が所管していた労働市場

政策・労働安全衛生等労働生活に関する事項

は,現在では産業省が担当する。労働市場省は

98年12月31日付けで廃止された。また,96年6

月末に廃止された自治省(Civildepartementet)

に代わって生まれた内務省(Inrikesdeparte

mentet)は98年12月末で廃止され,同省の業務

は法務省を始めとする複数の省に移管されてい

る。

柔軟な組織改編や所掌業務の見直しは,内外

情勢の変化に柔軟に弾力的に対応できるメリッ

トを備え,省益にこだわる土壌を育てにくい。

政府内の意思疎通を円滑にしコンセンサスに至

るプロセスに時間をかけ,政府が一体となって

政策課題に対応することが重要と考えられてい

る0

4-3-3. 児童福祉政策と教育政策の調和

子どもの日常生活は学校を中心に構成され

る。学校で何をどのように学ぶかは,子どもの

成長にとって重要である。教育政策のありよう

は子どもの成長や将来に多大な影響力を有して

いる。児童福祉も教育も共に,将来の社会の担

い手・支え手を育てる事業である。ここにおい

て児童福祉政策と教育政策の調和が求められ

る。既に学校の現場には不登校やいじめ-の防

止・対処といった「福祉」的機能が備えられて

いるが,実際には教育的機能と児童福祉的機能

とを明確に分けることは不可能で,両者が車の

両輪として連携し連動し調和することが求めら

れる。そのために,まずは教育が拠って立つ理

念やその内容を再点検し,児童福祉政策の理念

やそれが目指す方向性と合致しているか否かを

検討することが望ましい。児童福祉が高らかに
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謳う理念と,教育の場で実践される理念との食

い違いは,互いの効果を相殺し,限られた資源

の有効活用の観点からも非効率である上,何よ

りも子どもの福祉を損ないかねないのではない

だろうか。しかしその作業の過程で教育の理念

を構築しなおす必要が生じるかもしれない。 そ

れならば,原点に立ち戻って社会が求める市民

像を措き,その目標を達成するために教育政策

が子どもの育成にどのような貢献ができるかを

問い直せばよい。

スウェーデンでは,子どもは1歳から日常生

活の大半の時間を「学校」で過ごしている。 1

-5歳までの子どもの約80%が就学前学校に通

い,就学前クラスを経て基礎学校に進学し9年

間の義務教育課程を修了する。
高等学校教育は

その進学率からみれば今や実態として「義務教

育化」しており,よって,18歳までの子ども期

間において学校や教師の役割は非常に重要とな

る。教育政策は子どもたちが将来デモクラシー

社会の担い手となり得るか否か,その成否を

握っているとしても過言ではないだろう。 学校

における教育の理念や目標は,学校法のほかに

各種指導要領(就学前学校教育要領,義務教育

学習指導要領(18)高等教育及び成人教育等に関

する指導要領(19))に定められている。 デモクラ

シー社会の理念や価値観に則り,デモクラシー

社会のルールにしたがって教育が計画され実施

されることが学校に求められている。 年齢や発

達に応じて,自らの意見を発表しグループで議

論して問題解決方法を探ったり,学校やコ

ミューン等に対する要望をまとめるなど,子ど

もの自主的活動に力が注がれている。 なお,ス

ウェーデン社会を支える柱の一つである「生涯

教育」は,成人教育の場では主として学習サー

クルで実施される。 リーダーによって運営され

る学習サークルは伝統的な学習形態で,長い市

民運動の歴史の中核を成し,学習サークルを始

めとする各種団体はその運営を通して市民がデ

モクラシー社会のルールを学ぶという意味で,

「デモクラシーの学校」とも呼ばれる[Kultur

departementet1999:13-14]0

5. むすびと展望

まず,日本の少子化論議からは社会が拠って

立つ基本的理念や,社会が共有し尊重すべき価

値観がなかなか見えてこない。 少子化社会対策

基本法(2003年7月成立)の前文には,「子ども

を生み,育てる者が真に誇りと喜びを感じるこ

とのできる社会」の実現が謳われているが,こ

れは教育の場で子どもたちを「生きる力を持つ

よう指導」するのと同様,かなり暖味な「目標」

とは言えないだろうか。 このような暖味な表現

になるのは,逆にいえば,社会の基盤を成す価

値観や理念が存在しない或いはそれらについて

のコンセンサスが得られていないためではない

だろうか。よって,社会構造・システムを抜本

的に見直そうとする場合,まずはその基本を固

めるべきであろう。 市民や社会が尊重し遵守す

るべき価値とは何か。 将来の持続可能な生活者

社会の理念は何か。 その上で,少子化対策や児

童福祉政策を論じるべきであろう。

なお,「子どもを生み,育てる者が真に誇りと

喜びを感じることのできる社会」との関連で言

えば,日本社会の歴史のなかでかつて実際に

「子どもを生み育てることに,真の誇りと喜び

を感じることができる」時代はあったのだろう

かという疑問が残る。 将来の家計の支え手とな

ることを期待した多産の時代から,育児(或い
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は,「立派に」育て上げること)に間接的な自己

実現を託していた時代を経て,男女ともが自ら

のた捌こ自己実現を模索し叶えたいと願う時代

になった。選択肢がより多様化し自分育てに忙

しい現在,子どもを生み育てることはこれまで

にない特別な重みをもって受け止められている

のではないだろうか。

次に,児童福祉政策は,「子ども」に関わるあ

らゆる事項を含む多分野型の政策である。よっ

て,政策立案やその実施に当たっては,府省間

の壁を超えて意思疎通を円滑にし,コンセンサ

スを得るプロセスが重要となる。また,行政主

導では動かぬものも政治主導で道が開かれる場

合もあるため,時には強い政治力が期待されよ

う。かつて貧しい後進工業国であったスウェー

デンが福祉国家へと発展を遂げたことは,ペー

ル・アルビン・バンソンとタ-ゲ・エランデル

の2人の政治家の存在を抜きにしては語れな

い。バンソンは「国民の家」構想を提示し,ス

ウェーデン福祉国家の目指す方向を明確にし

た。また,エランデルはスウェーデン国民の父

と尊敬される人物で,合意形成優先型政治を定

着させ,今日のスウェーデン社会の繁栄を実現

させたと評価されている[岡沢1996:20-21]。

もちろんこの2人以外にも,強力なアクターが

存在した。社会大臣であったグスタヴ・メッレ

ルの功績も評価されてよいし,学問の世界から

政界に転身して社会改革を目指したグンナル・

ミュルダールやその伴侶であるアルヴァ・ミュ

ルダールなどその後もスウェーデン社会に影響

を与え続ける人材が,福祉国家建設の名のもと

に結集した。

内閣府『平成16年版少子化社会自書』は,「こ

れからの5年間が人口構成上重要な時期」であ

るとする[内閣府2004:92]。つまり,「2005(平

成17)年からの5年間は総人口が減少に転じる

などわが国の人口が転換期を迎える」が,「この

好機(チャンス)は2010(平成22)年頃まで

であるので,これから5年間程度の期間を逃す

ことなく,少子化対策にとって効果的と考えら

れる種々の施策を講じて,少子化の流れを変え

ていく必要がある」というものだ。これからの

5年間がいわば「勝負時」であるなら,尚更,

政府や国会のエネルギーが集約されることを願

う。残念ながら経済政策や産業政策のほうが優

先されがちなのは,日本経済の立て直しのため

に回避できないのかも知れないが,それ以上

に,政府や国会内に出産・育児に携わる或いは

その経験をもつ人が少ないからではないかとも

思う。

最後に,教育と児童福祉との連携も今一度点

検されるべき課題の-つであろう。児童福祉も

教育も共に,将来の社会の担い手・支え手を育

てる事業である。それぞれの理念を確立すると

ともに,教育が拠って立つ理念やその内容が,

児童福祉政策の理念や方向性と合致しているか

否かを再点検し整合性を図ることが望ましい。

つまり,「子ども」というキーワードで,種々の

政策分野を共通の理念をもとに束ねようという

試みである。この試みを通して,例えば髪の長

さやスカート丈を定める校則よりも,教師や生

徒が守るべき「大切なこと」が見えてくるはず

である。

なお,次の研究課題としては,これまでの子

ども像・子ども観を精教に分析することを通し

て,スウェーデンの児童福祉政策における子ど

もの位置付けがどのように展開し発展したかを

考察したい。例えば,選挙権年齢が段階的に引
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き下げられた当時の「子ども像」や「子ども観」

はいかなるものであったか。 この点はデモクラ

シー社会の歴史との関係において,現代的な子

ども-の視点からみても興味深いところであ

m.

〔投稿受理日2005.5. 25/掲載決定日2005. 6.2〕

注

(1)2004年に内閣府が実施した『少子化対策に関す

る特別世論調査』による。

(2)スウェーデン社会を自律社会とみなし,そのよ

うな社会モデルのヒントを得ようとする試みの先

行例に,スウェーデン社会研究会[2004]があるO

早稲田大学北欧研究所と㈱ヒューマンルネッサン

ス研究所との共同研究による同レポートは,自律

社会モデルの基本を「成熟した持続性のある人間

本位社会」とし,その上で,自律社会モデルとし

てのスウェーデン社会分析側面を以下の5点にま

とめている。 ①190年もの長期間,平和国家として

持続してきた成熟経済先進国家の側面,②デモク

ラシーの実験室と評価される豊富な社会実験結果

の姿としての側面,③高水準のセーフティ・ネッ

トと,それを維持する国民負担のバランスの側

面,④高福祉を維持する経済成長と,そのための

雇用と教育のリンケージの側面,⑤EU統合やグ

ローバリゼーション環境下におけるローカリティ

維持の側面[スウェーデン社会研究会2004:1]。
なお,本稿における自律社会の定義は,このレ

ポートにならうものである。

(3)なお,スウェーデンにおいて,いわゆる「一人

親家庭」は総数及び割合ともに増加傾向にある。

(4)本稿における「子ども」は,スウェーデンの成

人年齢や国連児童権利条約の児童の定義を考慮

し,18歳未満の者とする。 なお,親との関係を重

視する場合は「子」を用いる。

(5)スウェーデンでは,成人年齢,選挙権年齢及び

被選挙権年齢はいずれも18歳である。

(6)市民以外の主体即ち家庭や地方自治体といった

グループ,団体に対する「自律」概念・要件につ

いての考察は,別塙に譲る。
(7)スウェーデンには,日本の「児童福祉法」に相

当する法律はない。

(8)SOU1978:10. Barnetsmtt. l,Omfdrbudmotaga

とSOU1979:63Barnetsratt. Z.Omfomldraansvar

m. m.がある。

(9)国会議事録Protokoll1989/o:139. によるo

do)そのほか,岡沢憲芙『スウェーデンの挑戦』岩

波書店,1991年,84-96頁を参照。

(ll)ア-ネ・リンドクウイスト,ヤン・ウェステル

著,川上邦夫訳『あなた自身の社会-スウェーデ

ンの中学教科書』新評論,1997年を参照。

(12)日本の小学校と中学校の計9年間の義務教育課

程に相当。

Utbildningsstatistiskarsbok2005,Statistiskacen

tralbyrAn,2005による。

(14)就学前学校は日本の保育所及び幼稚園に相当す

る。1-5歳までの就学前の子どもが在籍。 かつ

てはdaghem保育所)やdeltidsgrupp(短時間グ

ループ)などと呼ばれていたが現在はf_rskola

(就学前学校)に名称が一本化されている2004

年秋時点で,1歳までの子どもの76%が就学

前学校に,7%が家庭保育所に通っている。

(15)歳児が在籍し,就学前の準備教育が実施され

ている。基礎学校或いは就学前学校内に設置され

seam

(16)学童保育(fritidshem)は6-12歳までの就学

前クラス或いは基礎学校に通う子どもを受け入れ

る。

(17)青少年政策(ungdomspolitik)は,13-25歳の

子ども及び成人を対象として,労働,住居,健康,

余暇,社会参加など青少年を取り巻く環境を広く

扱うものである。

1994arslaroplanfordetobligatoriska

skolv云sendet,forskoleklassenochfritidshemmet

(Lpo94).

1994急rslえroplanfordefrivilligaskolformerna

(Lpf94).
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